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 調達件名の特質等 仕様書による。
 機体納入期限 仕様書による。
 履行場所 仕様書による。
 入札方法 本案件は、技術提案を受け付け、
価格以外の要素と価格を総合的な評価によっ
て得られた評価値の最も高い者を落札者とし
て決定する総合評価落札方式により実施す
る。なお、総合評価に関する基準等について
は、入札説明書を参照すること。入札書に記
載する金額については、15年間のリース料総
額を記載すること。落札者の決定にあたって
は、入札書に記載された金額のうち、課税対
象経費の８パーセントに相当する額を加算し
た金額（該当金額に１円未満の端数があると
きは、その端数金額を切り捨てるものとする）
をもって落札価格とするので、入札者は課税
分については、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額に108分の100
を乗じて算出した金額と課税対象外相当金額
を合わせて入札書に記載すること。原則とし
て、当該入札の執行において入札回数は２回
を限度とする。なお、当該入札回数までに落
札者が決定しない場合には、原則として独立
行政法人航空大学校契約事務取扱要領第49条
第１項の規程に基づく随意契約には移行しな
い。

２ 競争参加資格
 独立行政法人航空大学校契約事務取扱要領
第28条の規定に該当しない者であること。な
お、未成年者、被保佐人又は被補助人であっ
て、契約締結のための必要な同意を得ている
者は、同条中、特別の理由がある場合に該当
する｡
 平成28・29・30年度一般競争（指名競争）
参加資格（全省庁統一資格）の「物品の販売」
又は「役務の提供等」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等
級に格付けされていること。
 競争参加資格確認申請書（様式１）（以下
『申請書』という。）及び競争参加資格確認資
料（以下『資料』という。）の提出期限から開
札日までの間に、独立行政法人航空大学校所
掌の工事請負契約に係る指名停止等の措置要
領（平成15年９月１日空大会第147号）及び
航空局所掌の工事請負契約に係る指名停止等
の措置要領（昭和59年６月28日空経第386号）
に基づく指名停止を受けていないこと。

 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、「国土
交通省が行う公共事業等からの暴力団排除の
推進に関する合意書」に基づく排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。
 本競争の参加希望者はリースを予定してい
る航空機メーカーの国内正規代理店との連絡
体制が確立していること。
 過去に日本国で航空機のリースを行った実
績があること。
 入札説明書に定める技術提案書により提案
する航空機が、入札説明書別表１必須評価項
目表に掲げる項目を全て満たし、技術提案書
の判定において「合格」とされていること。
 入札説明書、入札説明書別表１必須評価項
目表及び入札説明書別表２付加点評価項目表
を受領した者であること。

３ 入札手続き方法等
 入札説明書等の交付場所 〒8808580 宮
崎県宮崎市大字赤江字飛江田652番地２ 独
立行政法人航空大学校 事務局会計課 経理
係 電話0985511212 ＦＡＸ 0985
511229
 入札説明書等の交付期間 本公告日から平
成29年11月10日まで（土曜日、日曜日、祝日
を除く。時間は９時00分から17時00分まで。）
 入札説明会の日時及び場所 原則として実
施しない。※必要が生じた場合は、入札説明
書配布者に日時及び場所を連絡する。
 競争参加資格確認申請書の提出場所及び方
法
受領期限 平成29年11月10日 17時00分
提出場所 上記３に同じ。
提出方法 郵送（書留郵便）又は持参によ
るものとする。
 入札（開札）日時及び場所 平成29年12月
20日13時30分 航空大学校宮崎本校２階 第
二応接室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は平成29年11月10日まで
に、入札説明書に掲げる資料を提出し、当職
から競争参加資格の有無について確認を受け

なければならない。なお、期限までに資料を
提出しない者、又は競争参加資格がないと認
められた者は、本競争に参加することができ
ない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書及び独立行政法人航空大学校競争入札者心
得第６条に該当する入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 独立行政法人航空大学
校契約事務取扱要領第５条の規定に基づいて
作成された予定価格の制限の範囲内であり、
且つ、入札者の申し込みに係る提案内容の各
評価項目の得点の合計を入札価格で除して得
た評価値の最も高い者を落札者とする。
落札者となるべき者が２人以上あるとき

は、直ちに当該入札者にくじを引かせ、落札
者を決定するものとする。また、入札者又は
その代理人が直接くじをひくことができない
ときは、入札執行事務に関係のない職員がこ
れに代わってくじを引き、落札者を決定する
ものとする。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kazushige Daiki, Presi‑

dent of the IAI, Civil Aviation College.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 19

 Nature and quantity of the products to be

leased : Lease Supply of 15 Civil Aviation

College Training Plane

 Lease period : After receiving goods : 15

years

 Lease place : Refer to the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall

 have grade A, B, C or D on purchased

or offer of service in terms of the quali‑

fication for participating in tenders by

the Ministry of Land, Infrastructure and

Transport (Single qualification for every

ministry and agency) in the fiscal year of

2016･2017･2018
 not come under Articles 28 of the Pro‑

cedures of Contract

 meet the qualification requirements

which the board chairman may specify

 Time‑limit for tender : If you mail the

tender to Bids Place, The tender must be

delivered no later than 17 : 00 P.M. Decem‑

ber 19, 2017. If you bring the tender to Bids

Place, no later than 13 : 30 P.M. December

20, 2017.

 Bids Place : The IAI, Civil Aviation Col‑

lege, Reception room No.2

 Contact point for the notice : Accounting

section, Accounting division, General Af‑

fairs Department, the IAI, Civil Aviation

College, 6522, Akae‑Hieda Miyazaki‑city
8808580 Japan. TEL 0985511212 FAX
0985511229

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 29 年 10 月 19 日

独立行政法人都市再生機構
総務部長 関口 律

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 14
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 基幹系システム用基
盤に係る詳細調査 一式
 調達案件の仕様等 仕様書による
 履行期限 平成30年４月30日
 履行場所 仕様書による
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の８に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約希望金額の108分
の100に相当する金額を入札書に記載するこ
と。


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